BIS論壇　No.201 「TPPの現状ほか」2016年12月3日　中川　十郎

　10月29日～30日、鹿児島国際大学、鹿児島大学での「世界平和と地域経済社会の創出」国際会議。11月11日日本ビジネスインテリジェンス協会「東洋医療と西洋医療の融合」研究会、11月16日、京王プラザ・ホテルでの国際指導者会議2016「激動する世界と日本の選択」、11月19日、国際アジア共同体学会の立命館大阪キャンパスでの2016国際会議「東アジア環境エネルギー安全保障共同体をどう構築するか」、11月20日、島根・松江での人間自然科学研究所主催「和の文化研究セミナー」、11月22日青山学院WTO研究所主催「ユーラシア経済連合」研究会、11月25日、日本国際フォーラム主催「世界との対話～ウクライナ危機後の欧州・アジア太平洋国際秩序と日本」、11月26日、日本コンペテイテイブインテリジェンス学会「日本の情報戦略研究会」、新外交イ二シアテイブ主催「トランプ激震後の日米関係」、11月29日、キャノングローバル戦略研究所の「アジア太平洋地域の課題と日中関係の展望」、11月30日ｼﾞｪﾄロ・アジア経済研究所専門講座「TPPとAIIB：国際政治経済学的考察」、12月1～2日のADB研究所主催国際会議「The Implications of Ultra-Low and Negative Interest Rates for Asia」と立て続けに国際会議が目白押しで開催され会議参加で忙殺された1月間であった。 
　筆者は特にトランプ出現後のTPPの動向とTPPへの日本の対応戦略、さらに筆者が長年研究している中央アジア、「上海協力機構」（SCO）」への対応、「RCEP」、「FTAAP」,「AIIB」、「一帯一路」に特に興味があり、上記会議では特にこれらの点について、筆者の意見表明と質問をした。

トランプ氏は2017年1月20日の大統領就任式に際し、「米国はTPPより脱退を表明する」と11月22日言明した。にもかかわらずアベノミクスの看板戦略として、過去3年、TPP実現のため、反対を抑えて、血眼になって政官財学一体となってTPPに注力してきた安倍政権のTPP戦略は完全に破たんした。関係官庁の通商関係者を総動員して日中韓FTA,　ASEAN+3,　RCEP,　FTAAPはそっちのけでTPPに没頭した安倍政権の偏ったTPP戦略は実現不可能となった。にもかかわらず、安倍政権は未だに未練がましく国会で強引にTPP承認を行なった。往生際のわるい見苦しい対応だ。

　

この際、安倍政権は死に体のTPPに固執することなく、アジアの基準でアジアに合った日中韓FTA,　ASEAN+3,　RCEPの実現推進に邁進することこそ肝要だ。

しかし上記会議では日本政府関係者、御用学者、安倍政権の意向を体しTPP推進に邁進したメメデイア関係者を含め、RCEPや　SCOとの関係強化に対する筆者の意見と質問に対しては冷淡で、いまだにTPPを自由貿易の基盤として何とか推進すべきだと時代錯誤的言辞を弄している。戦後70年、米国一辺倒の政策から日本はこの機会に日本独自の『脱米入亜』政策に舵を切るべきだ。
